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区 山科区空き家対策協議会 

空き家の特定数 

（令和元年度段階） 

約 1,200 件 

 

■ 取組の経緯・進め方 
 
・ 山科区の人口は平成 13 年（2001 年）の 137,965 人をピークに減少を続

けており，平成 30 年（2018 年）は 134,695 人となっている。今後も人

口減少傾向は続くと見られ，2040 年には平成 13 年のピーク時より 2 万

人の減少が見込まれる。 
・ また，山科区の高齢化率は平成 29 年（2017 年）の推計値で 30.5%とな

っており，京都市内の行政区において，東山区（33.4%）に次いで 2 番目

に高く，高齢単身世帯や高齢の夫婦のみ世帯も年々増加している現状が

ある。 
・ 加えて，自治会・町内会の加入率も減少傾向にある。高齢化に伴う担い手

の減少と自治会・町内会の加入率の減少は，今後，地域コミュニティの弱

体化を加速させるおそれがある。 
・ 平成 25 年の住宅・土地統計調査では山科区には約 1 万戸の空き家が存在

すると推計され，今後，高齢者単身世帯の増加に伴い，一層その数が増え

ていくことが予想される（平成 30 年も約 1 万戸の空き家が存在）。 
・ こうした課題認識のもと，地域を挙げて空き家問題の解決を図っていく

ため，平成 29 年 1 月から安朱学区において空き家対策の取組を開始。平

成 30 年（2018 年）からは山科区内の全 13 学区が一丸となって，「山科

区空き家対策協議会」を立ち上げるとともに，自治連合会や学識経験者，

不動産業界団体，弁護士等の専門家からなる「山科空き家対策プロジェ

クトチーム」を設立し，山科区全体として対策に乗り出すこととなった。 

 

■ 具体的な取組 
 
取組①：空き家情報の収集とデータベース化 

・ 平成 30 年度，約 370 の町内会の協力により空き家の実態調査（＊）を実

施 
＊実態調査…空き家の所在地を地図へ落とし込み，所有者情報等を収集 

・ 実態調査を基に，空き家の外観調査等を実施し，約 1,200 件分のデジタ

ル「空き家台帳」を整備（令和元年度完了） 
取組② 空き家所有者の調査と所有者に対するアンケート調査 

・ 「空き家台帳」を基に登記簿による所有者調査を実施（令和 2 年 8 月完

了） 
・ 判明した空き家所有者に使用状況や困りごとについてのアンケート調査

を実施（令和 2 年度） 
取組③ 新たな空き家の発生を防ぐ啓発 

・ 平成 30 年及び令和元年に，「山科区民まつり」において，不動産業界の

2 団体と連携して「空き家をはじめとした不動産よろず相談コーナー」を

設置 

 

■ 今後の取組 
 
１ 空き家の活用（市場での流通） 

取組①：空き家所有者への働きかけ 

・ アンケート調査に回答のあった空き家所有者に各種支援制度を紹介し，

困りごとの相談を受けるなかで空き家の解決を目指していく。 

取組②：空き家の活用・流通支援 

・ 不動産事業者の協力を得て，空き家の買い手，借り手を探す。 
２ 新たな空き家の発生を防ぐ啓発 

・ 地域の行事等を活用し，新たな空き家の発生を防ぐためのセミナーを 

開催 

 ● 空き家をはじめとした不動産よろず相談コーナー 

● 山科区空き家対策協議会の紹介パネル 

● 空き家をはじめとした不動産よろず相談コーナー 

● 「空き家台帳」デジタルマップ 


